ファミリー・インターナショナルの歴史（抜粋）
宗教迫害
－試される宗教（信教）の自由
　２０世紀に、クリスチャンであるがゆえに命を落とした人の数は、キリストの誕生以来、１世紀から１９世紀までの間に同じ理由で死亡したクリスチャンの総数を上回っていると、宗教の自由センター（本部：アメリカ、ワシントンD.C.）のニーナ・シェイ所長は述べています。《１》
　国連の世界人権宣言には、こうあります。
すべて人は、思想、良心及び宗教の自由に対する権利を有する。この権利は、宗教又は信念を変更する自由並びに単独又は他の者と共同して、公的に又は私的に、布教、行事、礼拝及び儀式によって宗教又は信念を表明する自由を含む。《２》
　しかし、多数の宗教学者が認めるように、世界の多くの地域で宗教に対する不寛容の風潮が高まっています。最も「発達した」民主主義諸国でもそうです。その例として、欧州議会は、宗教団体に対する調査を継続的に行っており、さらに、ヨーロッパの数カ国は、「危険なセクト」をリストアップしましたが、それには多数の主流宗派とその分派も含まれています。また、ロシアや多くの東欧諸国、ラテンアメリカの数カ国では、政府が諸宗派に、登録して法的に承認されるための条件として、かなり厳しく不条理な要求事項を課し、国内で宗教の自由を行使することを厳しく制限しています。
宗教に対する不寛容な風潮
　イタリアのトリノにある新宗教研究センターのマッシモ・イントロヴィーニャ博士と、米国カリフォルニア州のサンタバーバラにあるアメリカ宗教研究所のゴードン・メルトン博士は、サンフランシスコで開かれたアメリカ宗教学会（1997年11月）で発表した報告書の中で、東西ヨーロッパにおける、少数派宗教グループに対する不寛容を政府が是認しているという好ましくない風潮について警告しました。
新宗教運動と少数派宗教団体
　特に新宗教団体は、その教義が因習にとらわれないものである場合が多いため、一般に、「セクト」、あるいは「カルト」といった恐ろしげなレッテルを貼られ、宗教的不寛容によって攻撃されやすい立場にあります。新宗教団体の大半は、政治的・経済的影響力を持っていないので、マスコミや、一般に「反カルト運動」（ＡＣＭ）と呼ばれる反宗教運動家たちから中傷されやすいのです。こうした運動家たちは多種多様で、互いに反対の立場にあることも多く、宗教界でライバルと見る他のグループの「撲滅」を堅く決意した主流宗派もあれば、新宗教団体の元メンバーで不満を抱く人々の集まり、いわゆる「危険なカルト」から親戚や家族を「救出」しようとする人々や、評判の悪い宗教を攻撃することで得られる利益を目的として、宗教グループの反対キャンペーンを行うことを専門の職業としている人々もいます。
大々的に報道された未明の家宅捜索
　1989年から1993年にかけて、スペイン、オーストラリア、フランス、アルゼンチンの４カ国で、「ファミリー」の何十ものコミュニティーに対する未明の大規模な家宅捜索が行われました。捜索の詳細は異なるものの、おおかたのパターンは非常に類似しています。報道関係者と児童福祉機関幹部を伴って、大勢の警察官が各コミュニティーに突入したのです。（ドアを破られた所も多数あります。）　ショックを受け、うろたえる親たちは、警察官が子供たちを乱暴に起こして集めている間、何の手出しも許されませんでした。銃をつきつけられ、寝ていたベッドや、母親の腕から奪い去られた子供たちもおり、彼らは行く先も告げられずに連行されたのです。
　家宅捜索が行われたどの国においても、医学、心理学、教育、法律など、多方面の専門家が、裁判所から任命されて検査を実施し、全く同じ結論を出しました。それは、性的にであれ、他のどんな形態であれ、いかなる虐待の証拠も見あたらない、というものです。
　裁判官や教育者、心理学者たちは、「ファミリー」の子供たちは、知性面や振る舞い、社会性において、一般の同年代の子供と比較して平均より優ると、幾度も公言しています。しかし残念なことに、無実が判明しても、そのことが、最初の虚偽の非難報道ほど大々的に取り上げられることはめったにありません。1992年5月に家宅捜索が行われたオーストラリアのシドニーでは、７年後の1999年5月になってようやく、ニューサウスウェールズ州政府が、家宅捜索は違法だったことを公に認めるのを余儀なくされ、子供たちに及ぼした害のゆえに賠償金を支払うことに同意したのでした。
裁判所の決定
　センセーショナルに取り上げられた「ファミリー」への家宅捜索のどれについても、裁判所は「ファミリー」にかけられた不正行為への嫌疑をひとつ残らず晴らし、さらには「ファミリー」のメンバーの受けたひどい扱いや権利の侵害を非難しました。裁判所の決定で証明された通り、「ファミリー」に対してなされた軍事行動まがいの捜索は、容疑を裏付ける証拠が何一つないままに行われたものでしたが、それによって後々までショックにさいなまれるメンバーもいました。
影響
　親や兄弟姉妹から暴力的に引き離されたことが幼い子供たちに与えた心痛とトラウマ（精神的外傷）は、今までずっと無視されてきました。マスコミは、元々の嫌疑や当局の強行措置については、家宅捜索の間も、またその後も、連日、大々的に報じておきながら、「ファミリー」が無罪とされたことについては、ほとんど報じませんでした。
非難の影にあるのは
　私達に対する非難の内容はたいていの場合、本質的に宗教とはほとんど何の関係もありませんが、非難の出どころを注意深く調べてみると、その背後に反宗教勢力の存在が明らかになります。私達が少数派宗教団体として、３５年間の歴史の中で幾つか間違いもあったことは率直に認めます。そして、その間違いを正すため、精力的に取り組んできました。また、幾つかの教義とその実践が、より伝統的な主流宗派と異なっていることも認めますが、裁判所による調査と、その判決を見ていただければ、それらは明らかに、「ファミリー」が絶えずより質の高い人生を目指そうと決意していることを十分に裏付けています。
　伝統的宗教の信者であれ、少数派宗教の信者であれ、誰かの権利や自由が踏みにじられている時に、見て見ぬ振りをして無視したり、黙認したりするならば、攻撃する側がさらに決意を堅めるのは間違いありません。しかし、人々が、そうした不寛容や不正行為に対して積極的に抗議するならば、攻撃する側も、自分たちの行動について釈明しなくてはならなくなると悟り、何の罪もない信者に対する迫害はより容易に止められることでしょう。
　その人の選んだ信仰あるいは宗教が何であれ、すべての大人や子供の人権が尊重されるべきです。しかし、民主国家においてさえ、当局が、特に少数派の宗教への差別を助長するような法律やその他の方策を容認している場合があります。宗教の自由は基本的人権であると宣言する国際条約は、精神世界を認識していることの現われです。また、歴史を通して、迫害に直面しても自分の信仰を放棄することを拒否した何百万人もの人々は、宗教の根本的な重要性を証明しています。良心の自由に制限を設けることや、少数派の宗教団体への不寛容の促進、さらには積極的な迫害さえも、宗教を抹殺することはありません。それはただ不寛容と憎悪の風潮を強めるのみです。
　民主国家の当局が、反宗教グループに圧力をかけられ、利用されて、平和を愛し法律を守る小さな宗教団体の信者の家に乱入し、居住者を威嚇し、子供をかき集めて連れ去ったことを考えると、きわめて危険な先例が作られているのを感じます。そのような措置を正当化する証拠など一つもなかったのですから。自由を愛する皆様には、ぜひこの危険性を認識していただきたいと思います。今、このようなあからさまな人権侵害が許されるならば、将来、誰が被害者になるのでしょうか。
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